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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第168期 

第１四半期連結 
累計期間 

第169期 
第１四半期連結 

累計期間 
第168期 

会計期間 
自平成26年４月１日 
至平成26年６月30日 

自平成27年４月１日 
至平成27年６月30日 

自平成26年４月１日 
至平成27年３月31日 

営業収益 （百万円） 13,503 14,745 55,061 

経常利益 （百万円） 683 700 2,689 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

（百万円） 392 443 1,995 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 814 1,046 3,959 

純資産額 （百万円） 36,756 40,364 39,631 

総資産額 （百万円） 95,409 96,526 98,021 

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額 （円） 5.17 5.83 26.25 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益金額 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 37.6 40.8 39.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 780 △618 4,638 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △910 △2,165 △363 

財務活動による 
キャッシュ・フロー （百万円） 2,785 △387 317 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） 10,482 9,380 12,550 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 なお、当第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13

日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などにより緩やかな回復がみられ

ましたが、中国経済の成長鈍化、ギリシャの債務問題など先行き不透明な状況が続いております。 

このような経済情勢にあって、物流業界では国内輸送および輸出入貨物の荷動きに一定の回復が見込まれている

ものの、未だ低水準で推移しており、不動産賃貸業界では都市部におけるオフィスビルの賃料相場は僅かながら上

昇しつつあるものの、空室率は小幅な低下に留まりました。 

このような事業環境のもと、当社グループは、中期経営計画「Step Up 2016」の事業戦略を着実に進めてまいり

ました。物流事業においては、消費財を中心とした物流一括受託業務や流通加工業務の拡販のほか、国内外の拠点

における新規営業活動に努めてまいりました。また、不動産事業においては、既存施設の計画的な保守および改良

工事を実施し、現有資産の付加価値向上に努めました。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は、物流事業で日用品や飲料等の輸配送の取扱いが増加したほ

か、不動産事業も底堅く推移したことにより、前年同期比12億４千２百万円（9.2％）増の147億４千５百万円とな

りました。営業利益は、物流事業・不動産事業ともに利益が増加し、同４千１百万円（6.9％）増の６億３千９百

万円となり、経常利益も同１千７百万円（2.5％）増の７億円となりました。また、親会社株主に帰属する四半期

純利益については、前期の本社移転に伴う特別損失がなくなり、同５千万円（12.9％）増の４億４千３百万円とな

りました。 

 

当社グループのセグメントの概況は、次のとおりであります。 

① 物流事業 

倉庫業務は、飲料や化粧品等、消費財の流通加工業務が好調に推移したことにより、営業収益は前年同期比１億

８千３百万円（7.5％）増の26億４千万円となりました。 

港湾運送業務は、輸出入貨物の取扱いが減少したことにより、営業収益は前年同期比１億３百万円（7.0％）減

の13億７千３百万円となりました 

陸上運送業務は、引越業務が堅調に推移したほか、日用品や飲料の輸配送業務が伸長したことにより、営業収益

は前年同期比４億９百万円（6.0％）増の72億６千１百万円となりました 

国際輸送業務は、ベトナムでの取扱いは増加したものの、輸出入航空貨物の取扱いが減少し、営業収益は前年同

期比５千万円（5.4％）減の８億７千９百万円となりました。

その他の物流業務は、新規施設の物流施設賃貸収入が増加したことにより、営業収益は前年同期比７億４千２百

万円（183.1％）増の11億４千７百万円となりました。 

この結果、物流事業全体の営業収益は前年同期比11億８千１百万円（9.7％）増の133億３百万円となりました。

営業費用は、輸配送業務の増加に伴う作業費や新規施設の減価償却費、施設賃貸付帯費の増加などにより、前年同

期比11億２千８百万円（9.6％）増の128億９千３百万円となりました。以上により、営業利益は前年同期比５千２

百万円（14.8％）増の４億１千万円となりました。 
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② 不動産事業 

一部施設の売却により不動産賃貸収入は減少したものの、施設のフル稼働に伴う付帯料収入が増加したほかビル

メンテナンスに関する業務が伸長し、営業収益は前年同期比３千５百万円（2.5％）増の14億６千３百万円となり

ました。営業費用は、減価償却費や固定資産税等の管理費が減少し、前年同期比３千２百万円（3.8％）減の８億

１千１百万円となりました。以上により、営業利益は前年同期比６千８百万円（11.6％）増の６億５千２百万円と

なりました。

 

（注）消費税等の会計処理は、税抜き方式によっているため、上記営業収益等に消費税等は含まれておりません。

以下の記載事項においても同様であります。

 

（２）財政状態の分析 

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、新倉庫の建設による有形固定資産の増加があったものの、手許資金に

よる設備購入資金の決済等により、前連結会計年度末に比べ14億９千４百万円減少し、965億２千６百万円となり

ました。 

 負債については、未払法人税等および設備関係支払手形が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ22億

２千８百万円減少し、561億６千１百万円となりました。

 また、純資産については、配当金の支払があったものの、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上およびその

他有価証券評価差額金の増加等により、前連結会計年度末に比べ７億３千３百万円増加し、403億６千４百万円と

なりました。

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末より1.3ポイント増加し、40.8％となりました。

 

（３）キャッシュ・フローの状況

 当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によ

るキャッシュ・フローおよび財務活動によるキャッシュ・フローの減少により、全体で31億７千万円の減少とな

り、現金及び現金同等物の四半期末残高は、93億８千万円となりました。 

 当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の計上および減価償却費による資金留保等が

あったものの、法人税等の支払い等により６億１千８百万円の減少（前年同四半期比13億９千９百万円の減少）と

なりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等があったため、21億６千５百万円の減

少（前年同四半期比12億５千４百万円の減少）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の約定返済や配当金の支払いがあったため、３億８千７百万

円の減少（前年同四半期比31億７千２百万円の減少）となりました。 

 

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 なお、当社は株式会社の支配に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲

げる事項）は、次のとおりであります。

① 基本方針の内容

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務および事業の内容ならびに企業価値の

源泉を理解し、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し、向上させていくことを可能とする

者である必要があると考えております。

当社は、株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同の利益に資するものであれば、これを一概に否

定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には株主の

皆様の全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。
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しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれのあるもの、対象会社の取締役会や株主の皆様が

株式の大量買付の内容等を検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提

供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との交渉を必要とする

もの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

そもそも、当社がニーズの多様化に対応した高品質なサービスを提供し、企業価値・株主共同の利益を確保・向

上させていくためには、(ⅰ)物流事業と不動産事業を両輪とするビジネスモデル、(ⅱ)物流事業における効率化ソ

リューションと不動産事業における資産有効活用のノウハウ、(ⅲ)健全な財務体質、(ⅳ)専門性を有する人材の育

成と確保、(ⅴ)取引先との信頼関係、および(ⅵ)創業以来の企業文化等が不可欠であり、物流事業と不動産事業の

均衡がとれた発展が保障されなければなりません。

これらが当社の株式の大量買付を行う者により中長期的に確保され、向上させられるのでなければ、当社の企業

価値・株主共同の利益は毀損されることになります。また、買収者からの大量買付の提案を受けた際には、上記事

項のほか、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果その他当社の企業価値を構成する事項

等、さまざまな事項を適切に把握したうえ、当該買付が当社の企業価値・株主共同の利益に及ぼす影響を判断する

必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大量買付が強行される場合には、当社の企業価値・株主共同の利

益が毀損される可能性があります。

そこで、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務および事業の

方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買付に対しては、当社は必要かつ相当な対

抗措置を採ることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えております。

 

② 基本方針実現のための取組の具体的な内容の概要

(a) 基本方針の実現に資する特別な取組の概要

当社は、上記基本方針を実現するため、物流事業の収益力向上と成長力強化、不動産事業の安定的利益基盤の

維持拡大により、創業120周年を迎える2016年度に、収益性と成長性で現状より一段高いレベルを達成し、「高

い効率性と特色に富んだ物流企業」となることを目指し、４ヵ年の中期経営計画「Step Up 2016」を2013年度か

らスタートさせております。

事業戦略としては、(ⅰ)物流センター一括受託業務の更なる拡大、(ⅱ)物流サービスの付加価値向上、(ⅲ)物

流事業と不動産事業の融合による新たな付加価値の創造、(ⅳ)海外拠点の拡充と既存海外拠点の業域の拡大、

(ⅴ)不動産事業の収益性確保、(ⅵ)経営基盤の強化を、それぞれ掲げて、これらの実現に取り組んでおります。

また、当社は、当社事業の公共性をも踏まえ、当社事業の持続的成長を実現することを旨としており、その社

会的使命と責任を果たすため、社外取締役および複数の社外監査役による経営の監視機能を充実させることによ

り、コーポレート・ガバナンスの強化をはかっております。

(b) 基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組の概要 

当社は、平成25年５月21日開催の取締役会および平成25年６月27日開催の当社第166期定時株主総会の決議に

基づき、当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の内容を一部変更したうえで、これを更新いた

しました（以下、変更後の対応策を「本プラン」といいます。）。

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに大量買付が行われ

る際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量買付に応じるべき

か否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行うこと等を可能にする

ことを目的としています。

本プランは、当社株券等の20％以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める

等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めております。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会において本プランを発動しない旨が決定された場合に当

該決定時以降に限り当社株券等の大量買付を行うことができるものとされています。買収者が本プランに定めら

れた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれが

ある場合等で、本プラン所定の発動要件を充たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認め

られないとの行使条件および当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得

条項が付された新株予約権を、その時点の当社を除くすべての株主の皆様に対して新株予約権無償割当ての方法

により割当てます。本プランに従って、新株予約権の無償割当てがなされ、その行使または当社による取得に伴

って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買収者の有する当社の議決権割合は、最大約

50％まで希釈化される可能性があります。
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当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当ての実施、不実施または取得等の判断については、取締役会

の恣意的判断を排するため、当社経営陣から独立した社外取締役および社外監査役のみから構成される独立委員

会を設置し、その客観的な判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラン所

定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。こうした手続の過程について

は、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その透明性を確保することにしております。

 

③ 具体的取組に対する当社取締役会の判断およびその理由

当社の事業活動方針およびコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社グループの企業価値・株主共同

の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本方針に

沿うものです。

また、本プランは、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させる目的をもって更新されたものであり、

当社の基本方針に沿うものです。特に、本プランは、株主総会において株主の皆様の承認を得たうえで更新された

ものであること、当社取締役会は一定の場合に、本プランの発動の是非等について株主の皆様の意思を確認すると

されていること、本プランの有効期間は約３年と定められたうえ、株主総会の決議によりいつでも廃止できるとさ

れていることなどから株主の皆様の意思を重視していること、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独

立委員会が設置されており、本プランの発動に際しては独立委員会の勧告を必ず経ることが必要とされているこ

と、その内容として合理的な客観的要件が設定されていることなどにより、その公正性・客観性が担保されてお

り、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の役員の地位の維持を目的とするものではあり

ません。

 

（５）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

    普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年６月30日）

 提出日現在発行数（株）
（平成27年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

   普通株式 76,088,737 76,088,737
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 76,088,737 76,088,737 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 76,088,737 － 7,847 － 5,660

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     61,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 75,922,000 75,922 －

単元未満株式 普通株式    105,737 － －

発行済株式総数      76,088,737 － －

総株主の議決権 － 75,922 －

 

②【自己株式等】

平成27年３月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有 
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の 
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

澁澤倉庫株式会社
東京都江東区永代
２－37－28

61,000 － 61,000 0.08

計 － 61,000 － 61,000 0.08

 （注）当第１四半期会計期間末の自己株式数は、61,189株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 6,764 6,990 

受取手形及び取引先未収金 9,393 9,878 

有価証券 8,000 4,600 

その他 2,817 2,534 

貸倒引当金 △12 △10 

流動資産合計 26,962 23,993 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 32,391 34,294 

土地 18,790 18,783 

その他（純額） 3,070 1,681 

有形固定資産合計 54,251 54,759 

無形固定資産 927 958 

投資その他の資産    

投資有価証券 14,017 14,873 

その他 1,872 1,954 

貸倒引当金 △41 △41 

投資その他の資産合計 15,849 16,786 

固定資産合計 71,028 72,505 

繰延資産 30 27 

資産合計 98,021 96,526 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び営業未払金 4,396 4,469 

短期借入金 5,846 11,051 

未払法人税等 1,198 237 

引当金 553 271 

その他 5,463 4,207 

流動負債合計 17,458 20,236 

固定負債    

社債 7,000 7,000 

長期借入金 25,538 20,265 

長期預り金 4,620 4,588 

退職給付に係る負債 2,099 2,119 

その他 1,672 1,952 

固定負債合計 40,931 35,925 

負債合計 58,390 56,161 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,847 7,847 

資本剰余金 5,663 5,663 

利益剰余金 21,058 21,197 

自己株式 △22 △22 

株主資本合計 34,547 34,686 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 4,275 4,858 

為替換算調整勘定 △42 △46 

退職給付に係る調整累計額 △107 △97 

その他の包括利益累計額合計 4,125 4,714 

非支配株主持分 958 964 

純資産合計 39,631 40,364 

負債純資産合計 98,021 96,526 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業収益    

倉庫保管料 1,327 1,351 

倉庫荷役料 1,129 1,288 

荷捌料 2,503 2,338 

陸上運送料 6,838 7,258 

物流施設賃貸料 271 1,019 

不動産賃貸料 1,394 1,445 

その他 37 43 

営業収益合計 13,503 14,745 

営業原価    

作業費 8,728 9,004 

賃借料 529 583 

人件費 788 803 

減価償却費 577 601 

その他 1,497 2,271 

営業原価合計 12,122 13,263 

営業総利益 1,381 1,481 

販売費及び一般管理費 782 842 

営業利益 598 639 

営業外収益    

受取利息 8 10 

受取配当金 144 149 

その他 56 35 

営業外収益合計 209 195 

営業外費用    

支払利息 103 95 

持分法による投資損失 － 15 

その他 20 22 

営業外費用合計 124 134 

経常利益 683 700 

特別損失    

本社等事業所移転費用 35 － 

特別損失合計 35 － 

税金等調整前四半期純利益 648 700 

法人税等 235 247 

四半期純利益 413 453 

非支配株主に帰属する四半期純利益 20 9 

親会社株主に帰属する四半期純利益 392 443 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 413 453 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 440 588 

為替換算調整勘定 △47 △4 

退職給付に係る調整額 7 10 

持分法適用会社に対する持分相当額 － △0 

その他の包括利益合計 400 593 

四半期包括利益 814 1,046 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 800 1,031 

非支配株主に係る四半期包括利益 13 14 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 648 700 

減価償却費 599 638 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 △2 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △434 30 

受取利息及び受取配当金 △152 △159 

支払利息 103 95 

持分法による投資損益（△は益） － 15 

投資有価証券売却損益（△は益） △0 － 

投資有価証券評価損益（△は益） － 1 

固定資産売却損益（△は益） △1 3 

固定資産除却損 5 1 

売上債権の増減額（△は増加） 79 △485 

仕入債務の増減額（△は減少） △221 72 

その他 315 △385 

小計 938 527 

利息及び配当金の受取額 155 163 

利息の支払額 △132 △111 

法人税等の支払額 △180 △1,197 

営業活動によるキャッシュ・フロー 780 △618 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △864 △2,065 

定期預金の払戻による収入 855 2,064 

有形固定資産の取得による支出 △855 △2,029 

有形固定資産の売却による収入 4 48 

無形固定資産の取得による支出 △13 △136 

投資有価証券の取得による支出 △3 △3 

投資有価証券の売却及び償還による収入 6 － 

貸付けによる支出 △47 △47 

貸付金の回収による収入 6 4 

その他 2 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー △910 △2,165 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 122 211 

長期借入れによる収入 3,500 1,200 

長期借入金の返済による支出 △557 △1,479 

配当金の支払額 △266 △304 

非支配株主への配当金の支払額 △4 △8 

リース債務の返済による支出 △8 △5 

その他 △0 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,785 △387 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,650 △3,170 

現金及び現金同等物の期首残高 7,831 12,550 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,482 ※ 9,380 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事

業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりま

す。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

 下記会社の銀行借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

㈱ワールド流通センター 254百万円 ㈱ワールド流通センター 228百万円

澁澤物流(上海)有限公司 24 澁澤物流(上海)有限公司 24

システム物流㈱ 6 システム物流㈱ 24

計 284 計 276

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

現金及び預金勘定 6,425百万円 6,990百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △1,842 △2,210 

容易に換金可能で、価値変動リスクの

僅少な短期投資
5,900 4,600

現金及び現金同等物 10,482 9,380
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日 
定時株主総会

普通株式 266 3.5 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日 
定時株主総会

普通株式 304 4.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  物流事業 不動産事業 合計 
調整額 

（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 

営業収益          

外部顧客に対する営業収益 12,108 1,394 13,503 － 13,503 

セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

13 32 46 (46) － 

計 12,122 1,427 13,549 (46) 13,503 

セグメント利益 357 584 941 (342) 598 

（注１）セグメント利益の調整額△342百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に各セグメントに帰属しない親会社本社の管理費であります。

（注２）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  物流事業 不動産事業 合計 
調整額 

（注１） 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 

（注２） 

営業収益          

外部顧客に対する営業収益 13,299 1,445 14,745 － 14,745 

セグメント間の内部営業収
益又は振替高 

3 17 20 (20) － 

計 13,303 1,463 14,766 (20) 14,745 

セグメント利益 410 652 1,062 (422) 639 

（注１）セグメント利益の調整額△422百万円は、各セグメントに配分していない全社費用であります。全社費用

は、主に各セグメントに帰属しない親会社本社の管理費であります。

（注２）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 5円17銭 5円83銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
（百万円）

392 443

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額（百万円）

392 443

普通株式の期中平均株式数（千株） 76,030 76,027

 （注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年８月１４日

澁澤倉庫株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 井上 秀之  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 谷口 公一  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている澁澤倉庫株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、澁澤倉庫株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月14日

【会社名】 澁澤倉庫株式会社

【英訳名】 The Shibusawa Warehouse Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長  今井 惠一

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都江東区永代二丁目37番28号

【縦覧に供する場所】 澁澤倉庫株式会社 横浜支店

（横浜市中区海岸通三丁目９番地）

澁澤倉庫株式会社 東京支店千葉港営業所

（千葉市中央区中央港二丁目４番３号）

澁澤倉庫株式会社 北関東支店

（さいたま市北区大成町四丁目914番地１）

澁澤倉庫株式会社 中部支店

（愛知県小牧市入鹿出新田822番地）

澁澤倉庫株式会社 大阪支店

（大阪市港区築港四丁目１番11号）

澁澤倉庫株式会社 神戸支店

（神戸市中央区港島一丁目５番地８）

澁澤倉庫株式会社 中国・九州支店

（福岡県糟屋郡新宮町下府二丁目９番26号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 （注） 上記の中国・九州支店は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考慮して

縦覧に供する場所としております。
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社代表取締役社長 今井惠一は、当社の第169期第１四半期（自平成27年４月１日 至平成27年６月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

  特記すべき事項はありません。
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